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1.経 済状況 (1994年 上半期 )
(1)生 産の低下 とな し崩 しの構造変化
全体 としての生産が大 きく落ち込む中で、な し崩 し的に構造変化が生 じている。
1～ 6月 に GDP(国 内総生産 )は 対前年同期比マイナス 17%、 工業全生産高はマイ
ナス 25。 8%、 総投資額はマイナス 28%を 記録 した。これ らの減少幅は、 1993年 _

上半期 にかけ る減少幅を上回ってお り、i全 体 としての生産の低下はよ り深刻化 しているこ」
しか し1生産の低下は一様 に生 じているのではな く、好調な部門と悪化を続 ける部門 と
に分かれ、 ロシア経済の構造変化が生 じている。1こ の変化は、政策によって実現されてい

るのではな く、な し崩 し的に生 じている。一 EI｀ビ言えば、儲かる部門が栄え、儲か らない
部門が衰えている。生産構造の変化が、需要要因によって生 じていることは、市場経済化
の成果 と見な しうるのかもしれない。

構造変化の際立つている例 として、以下の点を指摘できる。

①GDPの 生産に占めるサービスの増大が顕著である。この比重は、 1992年 の 32.
6%、  1993年 の42.リワ御ゞら、 1994年 上半期には 50.5%に 増加した。この
うち、住民への日用サービスは 1993年 上半期と比べて半分に縮小しており、増加 して
いるのは金融、保険、流通、不動産業などである。

② GDPの 支出では、家計最終消費の増大が顕著である。最終消費の比重は、 1992
年の 53.6%、  1993年 の 57.8%か ら、 1994年 上半期には 69%に まで増加
し、 このうち家計最終消費は 1992年 の 35。 9%、  1993年 の 40.5%か ら、 1
994年 上半期 には 48%に 達 した。これに対応 して、生産の低下するなかで、小売商品
売上高は微増 している。このような最終消費の増大の代わ りに、固定資本・在庫形成の比
重が減少 している。

t.③ 工業全生産高は 1～ 6月 に対前年同期比マイナス 25。 8%と なったが、軽工業では
マイナス 44%、 機械工業ではマイナス 42%、 化学 。石油化学工業ではマイナス 35%
となる一方で、電力業はマイナス 7%、 非鉄金属工業はマイナス 13%、 燃料工業はマイ
ナス 14%と なってお り、部門ごとのばらつきが大きくなつている。これには、国内需要、
輸出需要、輸入品との競争などの要因が影響 している。

④貿易においては、 CIs(独 立国家共同体 )諸 国との取引が引き続き縮小するなかで、
先進憧|をはじ めとする外国との貿易が増えている。 1～ 6月 には外国への輸出は対前年同
期比 10.4%、 輸入は 3。 9%増加 した。石油、ガスの外国への輸出は 14～ 15%増
えたが、 CISへ の移出はそれぞれ 39%、 8%減 少した。この輸出先の転換は、外貨の
獲得という観点からはロシア経済の回復に寄与 している。このほか、非鉄金属の輸出も増
えている。輸入では、最終消費財の輸入の比重が依然として大きい (食 品では穀物、砂糖
原料の輸入が激減 し、肉の輸入が著増 した)。 統計国家委員会によれば、 1～ 6月 の小売
商品売上高の 24%は 輸入品で、さらに 13%は 「組織されていない搬入」であつた。
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(2)イ ンフレの沈静化 と未払金の増加
月間インフレ率 (消 費者価格指数 )は 、 5月 に 8%、 6～ 7月 に 5%に まで低下 した

(工業卸売価格 も 5～ 6月 に 7～ 8%に まで下がつた )。 この傾向 (月 6%程 度 )が続 け

ば、年間インフレ率は、 240%程 度に留 まる (1993年 は 940%)。
1)財 政支出
1～ 6月 の実績 (単位  兆ルー ブル )

歳入  歳 出 赤字 ( 対 GDP比 )

統合予算 (連 邦予算 プラス地域 予算 )

連邦予算

60.0

29.5

74.7

45。 0

21.0 (9%)

21.8 (9%)

赤字の補填 (単位 兆ルーブル、括弧内は赤字総額に対する比率 )
中央銀行 の貸付

中央銀行 の利潤

国債発行

Ｑ
υ
　

ｌ
■
　

０
４

83 %
γ
カ
７
１

0%)

以上のデータが示すように、財政赤字は依然 として大 きく、それを低利の中央銀行貸付

で補填する方法 も変わっていない。 また、企業の業績悪化を反映 して、利潤税や付加価値

税の納税が滞ってお り、連邦予算歳入 (1～ 5月 )に 占める比重がそれぞれ 21.9%、

27.3%と なった (1993年 にはそれぞれ 32.0%、 42.4%)。 1993年 と

比べての大 きな変化は、対外経済活動か らの収入が当初の見込み以上に増えていることで、

連邦予算歳入の 25.6%を 占めた (1993年 には 13.4%)。 1994年 予算案に

よれば、対外経済活動収入の 35%は 中央集中輸出収入、 29%は 輸 出入関税である。逆
に、対外経済活動のための支出は連邦予算歳出 (1～ 5月 )の 3.9%に 留まってお り

(1993年 には 7.9%)、 対外経済活 動か らの純収入 (収 入マイナス支出)が著 しく

増えたことを意味する。

これだけ赤字が大 きいにもかかわ らず、歳出の遅れも続いている。すなわち、財政赤字

を抑えるために、歳出の抑制が続 け られているのである。 1～ 6月 には、 1993年 と 1

994年 第 1四 半期における国庫の企業に対する負債 (国 に納入された生産物に対する支

払の遅延など)4。 3兆ルーブルが支払われた (予 算か ら3.6兆 ルーブル、納税免除 と
いう形で 0。 3兆ルーブル、手形で 0。 4兆 ルーブル )。 しか し、新たな負債 も発生 して

お り、たとえば、国防省の武器調達に関わる負債は 6月 1日 現在 1.5兆 ルーブルに達 し

ている。

2)マ ネーサプライ
5月 までの通貨供給量全体あるいは現金の流通量 をみるか ぎり、 1993年 と比べてそ

れほど目立った変化はない。確かに、第 1四半期には、通貨供給量、現金流通量の伸び率

が鈍化 したが、第 2四半期には再び昨年並みの水準に戻 っている。通貨発行額 をみても、

1～ 6月 の通貨発行額は 10。 5兆 ルーブルで、前年同期の 3。 2倍 となっている。 とく

に、 4月 と 6月 に通貨発行額がそれぞれ前月の 3倍以上に増 えている。 また、銀行の総貸

付額 も 1～ 5月 に月平均 10%増 えてお り、減少傾向は見 られない。
1994年 上半期の平均賃金は、前年同期の 5。 7倍であ り、実質可処分所得は前年同

期比で 10%増 えた。住民の支出構造をみると、 1994年 上半期に生 じた大 きな特徴 は、

外貨購入に全支出の 11.6%が 支出されたことである。これは、 1993年 上半期には

3.5%、 同年下半期には 8。 8%に 留まってぃた。ただ し、 これは、住民の手持ち現金

(ル ーブル )の 減少によつて生 じてお り、ルーブル と外貨を合わせた手持ち現金の増加の

比重には変化がない。また、貯金および有価証券の形での貯蓄の増加の比重も若干増大
し

ている。ロシア貯蓄銀行 における貯蓄額は、 1～ 6月 に月平均 12%増 加 し、 とくに 5月

に 14%、 6月 に 21%と 増加率が上昇 した。
賃金の遅配は、 1～ 6月 に月平均 28%増 加 した。 とくに、現金発行の抑制された 1月

に急増 し、現金発行の増 えた 4月 にはほ とんど増えなかつた。 7月 1日 現在の遅配のうち

しヽ_
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し

半分は、 1カ 月以上の遅配であった。賃金の遅配は、貯蓄性向上昇をもたらした要因の 1
つであろう。

3)企 業の未払金 (国 庫・納入企業への期限切れ負債 :「 三角債」、「 円環債」 )
6月 1日 現在の企業の未払金は、 42兆 ルーブルに達 した (1カ 月の GDPに 相当する)。
とくに、大 きかったのは、燃料工業 (全体の 30%)、 機械工業 (同 12%)で 、さ らに、
電力業、化学・石油化学工業、鉄鋼業 を加 えると、全体の 65%に なる。未払金は 4～ 5
月にそれぞれ対前月比 20%以 上増えた。 これだけの規模の未払金の増大は、生産活動、
予算の執行などに悪い影響を与えるため、現在、ロシア政府 にとって最大の経済問題 とな

つている。

以上から、インフレ沈静化の要因は次のようにまとめられる。

①財政支出の抑制が続けられている。

②その結果として、企業の未払金や賃金の遅配が増大しているが、それに対する安易な

解決策 (1992年 半ばに行われたような通貨発行の増大による解決策 )が取 られていな
い。

③外国貿易が好調である。

④家計の貯畜、外貨購入が増えている。

⑤輸入品との競争をはじめ、一部の市場で競争が生じている。

2.経 済政策の評価
(1)ロ シア経済の現状の評価
ロシア経済の現状を総括するな らば、次のような二面的な評価 とな らざるを得ない。

①肯定 的に評価 しうる生産構造 の変化 が生 じてい るが、全体 的な生産水準は大 き く落 ち

込 んで い る。 と くに、投 資の落 ち込みは、 中長期 的な経済発展 を展望 す るうえでの悲観 的

要 因 とな る。

②インフレは確かに沈静化 しているが、その代償として企業の未払金が増大 している。

この未払金の増大を今後も放置できるのか疑間である。しかし、これに対 して安易な解決

策を取れば、インフレ率が再び上昇することは明白である。

③経済の自由化が進展し、一部に競争市場も現れ、企業行動の市場経済への適応過程が

始まりつつある。 しかし、一方で、政府の執行能力が弱まり、治安が極端に悪化 している。

④外国貿易は好調であるが、これは、 CIS諸 国との取引からの転換によってもたらさ
れてお り、 CIS諸 国との取引は大幅減少が続いている。

(2)ロ シア政府の経済改革戦略の変化
ここで指摘 しなければな らないのは、以上に挙げたような一面では成果 と見な しうる現

象が、政府の意識的な政策によって実現されているのではな く、無為無策の結果 として生

じたという点である。

了
…1992年 初めのロシア政府の経済改革戦略は、次のような考え方に立脚 していた。す
なわち、指令経済システムか ら市場経済システムに移行する場合には、できるだけ多 くの

従来の1規制 を取 り払い、企業・個人を自由な環境にお くことが必要であるという考え方で

ある。|そ れによって、①企業・個 人が市場経済システムでの行動様式を修得する、②競争

力のあ る産業・企業・個人が発展 し、競争力のない産業・企業・個人が衰える、 というプ

ロセスがより早 く進行すると想定された。この①、②を政府の主導のもとに行うことは不

可能であると考えられた。なぜなら、政府の主導ということ自体が①にとって邪魔とな り、

政府の介入は②のプロセスの進行を阻害するからである。一日にまとめれば、 70年 間も
続いた指令経済システムから市場経済システムに移行するには、一旦従来のシステムをで

きるだけ完全に破壊 しなければならないと考えられた。
ガイグル政府 は この戦 略 を選択 し、 当初はifの プロセスが半年や 1年 で何 らかの成 果 を
上げると期待していた。しかし、実際にはヽ 極端な自由化政策は1992年 3月 までしか

し
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実施で きず、それは未払金問題によって 1992年 半ばには完全に挫折 した。それ以降は、
基本的な方針は公式には変え られなかつたものの、規制の復活や、政府の介入 。補助の増

大などを伴 うかな り緩やかな戦略に変更された。ヽ

「
~｀このような戦略の変更には、ロシア政府の統胎 能力の問題 も影響 した。政府の主導 (政
l府
による経済の規制 )は 、市場経済化にとって有害だというイデオロギーによって退け ら
れただけでな く、 もはや ロシア政府にはそれを実施 するだけの能力がなかったので、そも

そも不可能であったという事情もあった。この点は、 1992年 初め以降、時間を経るに
つれて強く感じられるようになった。き

'め
ような事情もあって、 1992年 半ば以降、急

進的な改革でもなく、政府の意識的な政策の実施でもないというどっちつかずの戦略が、
現在に至るまで取られ

L`》
である。

(3)代 替的な経済改革戦略
ゾ  既述のように、現在のロシア経済には、市場経済化 という観点か らみて肯定的に評価で
きる面があるが、それ らは、否定的に評価 される面と表裏一体 となつている。いかなる戦

略を取 っても、市場経済化が何の問題もな く進行するわけがないのだか ら、否定的な側面
には目をつぶ り、 これだけの成果が、予定 よ り少々時間がかかったものの、出て きたとい

うことを重視すべ きだという意見があるかもしれない。起 きたことは、すべて必然であっ

たという見方に立つな らば、ロシア政府の どつちつかずの戦略が正当化され ることになる。
報告者はこのような見方には反対である。この程度の成果を上げることが 目的な らば、代

賛的な方法がい くらでもあ り得た と考える。

も 初めに認めなければな らないのは、 この移行の時期における政府の役割の二面性である。
一方では、今 までのような指令経済システムを放棄するのであるか ら、企業がで きるだけ

自由に行動で きる環境を作 り出さなければな らない。 しか し、ゼロか ら出発するのではな
く、 これ まで存在 したものか ら出発するのであるか ら、何 らかの規制が一時的にせよ残 ら
ざるを得ないことも自明である。 とくに、制度が変わ り、企業・個人の意識が変わるのに
は時間がかかることを想起するな らば、なおさらそうである。一口にまとめるな らば、 こ

の時期 に、何 もかも自由化はあ り得ず、何かも規制 もあ り得ないのである。 」
| この点は、 ロシア政府の戦略にも現れている。ロシア政府は、企業行動への介入を しな
いと言いなが ら、実際には様々な形で企業への規制 。補助を続けてきた。1価格の自由化 と

言いなが ら、 もっとも重要な燃料価格には規制を続けてきた。外国貿易の自由化を宣言 し
なが ら、燃料などの輸出には割当制・許可制を続けて きた。これ らは、政府の規制 という
ものが、有か無か という二者選択 の問題ではな く、分野 ごとの選択の問題であることを示
している。まロシア政府の非難され るべ き点は、こうした二面性を正 しく述べるのではな く、
自由化の側面のみを国内向けにも国外向けにも強調する一方で、極めて不透明な形で規制
‐ ¢士 ,ユ ‐  ラ 1.,ッ キ  ゥ   !
ク
´
締 il lリ ノFt ′´ し、 /クヽ そ́ぅ^ ヽ~.´ ~  ́ ′~ ~~・ ~~´ V。   ヽ

、1 政府の役割が実際ぼ■ 面的であったか ら、政府に対する批判も二面的になった。一方の
・ 側か らは、官僚 による様 々な規制や、省庁 と企業 との癒着を撤廃せよという要求が出され
た。他 方の側 か らは、産業政策 を重視 し、金融・産業 グルー プの ような大企業集 団を作 る
べ きだ とい う要求が 出された。 ロシア政府 の どつちつかずの戦 略の背後 で、 この ような 2
つの立場 の勢 力のせ め ぎ合いが続 いている。 この結果、一旦 出された決定 がす ぐに骨抜 き

にされ る とい うことが何度 とな く繰 り返 されてい る (3月 の輸入 関税 引 き上 げ、 7月 の輸
出割 当廃止 な ど)。

この よ うに、政府 による規制 が、何 らか の長期 的な ビジ ョンに基づ くのではな く、様 々

な勢 力 の力関係 によって、場 当た り的に決 め られて い ることに現在 の ロシアの問題 があ る。

た とえば、資源 の所有権、外資 の導入、 CISと の関係 な ど、 は っ き りした方針 を今決 め
ておか なけれ ばな らない問題 が数 多 く存在 す るにもかかわ らず、 これ らの問題 も場 当た り

的に処理 されて い きそ うであ る。報告者 は、鉱物資源 。貴金属 な どにつ いては国策会社 な

どの形 で国が直接管理 し、 それ を中心 とす る経済発展 を考 え るのが ロシアに とって最善 で

はないか と考 えてい る。
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